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拡大EU後のEUのアンチダンピング政策

柴山千里（小樽商科大学）
報告要旨
2004年5月にEUに新たに10カ国が加盟し、それに合わせてEUのアンチダンピング（ＡＤ）法が改正され、翌年1月1日から施行された。本報告の目的は、2005年以降5年間のEUのAD政策の特徴について検討することである。この時期のAD政策は２つの相反する方向に力が働いている。一つは規律強化の方向であり、もうひとつは積極運用の方向である。拡大EUは、構成国の利害が錯綜するために規律強化の方向に働く一方、守るべき市場が増大することから積極運用の方向にも向かう可能性がある。改正法はAD措置発動の決定を最終的に行う理事会における過半数要件を緩和したために積極運用に向かう一方で、共同体利益に配慮するべきであるとの規律強化の方向も打ち出されている。2006年12月に提出されたADに関する緑書も近年のAD措置を巡る批判やグローバル化に対応した共同体利益への配慮に応えるべきであるとの内容であり、規律強化の方向に向かう動きである。2008年9月のリーマンショック以降は、自由貿易への国際協調という規律強化の方向と、国内産業からの保護への圧力から来る積極運用への方向の２つの力が働いている。

　AD措置の動向をOfficial JournalとEUが半年ごとにWTOに通報するリストで調べた所、2005年以降、対象国が中国等アジア諸国やロシア等旧社会主義圏が主であること、化学･鉄鋼･電機製品･プラスチック等が主要対象産品であることなどは、それ以前と変わらぬ傾向であることがわかった。
　また、実質為替レートの上昇がAD措置を増大させ、高い実質GDP成長率が下落させるという過去の実証結果が2005年以降も踏襲されているかどうか負の二項回帰分析を行った。被説明変数を新規調査開始件数とし、調査開始１年前のユーロの実質実効為替レート、調査開始１年前のユーロ圏の実質GDP成長率、過去３年のユーロ圏の実質GDP成長率を説明変数として用いた。また、新規確定税を被説明変数とし、２年前のユーロの実質実効為替レート、２年前のユーロ圏の実質GDP成長率、過去３年のユーロ圏の実質GDP成長率を用いた。新規調査開始件数には有意な推定値は現れず、新規確定税では為替レートが上昇すると確定税が減少するという推定値が得られた。
　散布図で詳細を調べると、拡大EU後しばらくは新規調査開始件数が多めであった一方で、課税件数が抑制気味で推移していたことがわかった。また、リーマン･ショック後、新規調査開始件数が抑制傾向であることがわかった。
� 小林友彦（小樽商科大学）との共同研究。





